
   東海村中小企業省力化・生産性向上設備導入支援補助金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，中小企業者の育成を図るため，省力化及び生産性

向上に資する村内の中小企業者の取組に必要な経費の一部について，

予算の範囲内において補助金を交付することに関し，東海村補助金等

交付規則（平成１８年東海村規則第４３号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）

第２条第１項に規定する中小企業者をいう。  

（２） ＩｏＴ ネットワーク環境に接続された複数の機器から収集

される各種のデータを活用して，監視，保守，制御及び分析の

全部又は一部を行う情報システムをいう。 

（３） 省力化・生産性向上設備 中小企業者の省力化又は生産性向

上に資する設備のうち，別表に掲げるものをいう。 

（４） デジタル化 中小企業者の省力化又は生産性向上を目的とし

たＩｏＴ機器の導入又は既存設備について電子計算機等ネット

ワークに関するデジタル技術の新たな導入若しくは改修をいう。 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は，

村内に事業所又は事務所を有する中小企業者であって，次に掲げる要

件を全て満たすものとする。 

（１） 同一の申請内容で過去に他の公的機関等から補助金等の交付

を受けていないこと。 

（２） 村税に未納がないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は，補助対象者自らが省力化又は生産性向上を目的に行う事業であっ



て，省力化・生産性向上設備の導入又はデジタル化に係るものとする。  

２ 補助対象事業は，補助金の申請をしようとする年度内において完了

しなければならない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は，補助対象事業に係る設備の購入費（リース契約及び利用契約を含

む。）及び当該設備の設置費，配送費，工事費，付属設備の改修費，セ

ッティング費等とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げる経費は補助の対象としない。 

（１） 次に掲げる物品等の購入費 

ア パソコン，スマートフォン，タブレット等汎用性があり，

事業計画書に記載の事業以外の用途にも使用できる物品 

イ 車両等運搬具（付属部品費，修理費，車検費等含む。） 

ウ 空調設備，照明設備，太陽光発電設備，蓄電池，換気設備，

給湯設備，熱電供給システム等の省エネ設備 

エ 券売機の導入のうち，新紙幣又は新貨幣対応を目的とする

もの 

オ 中古の物品 

カ 一般価格又は市場相場と比較し，著しく高額な物品 

（２） リース又は利用契約により設備を導入する場合は，契約に係

る金利又は保険料 

（３） 設備を購入する場合は，過去にリース契約又は利用契約によ

り本補助金を使用したもの 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は，補助対象経費の合計額（消費税及び地方消費税

を除く。）に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０００円未満の

端数があるときは，これを切り捨てた額)とする。ただし，補助対象事

業に係る設備を購入する場合は５０万円を，リース契約又は利用契約

により設備を導入する場合は１０万円を限度とする。 

（交付申請及び請求） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」と



いう。）は，東海村中小企業省力化・生産性向上設備導入支援補助金交

付申請書（様式第１号）に，次に掲げる書類を添えて，村長に提出し

なければならない。 

（１） 事業計画書（様式第２号） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

（３） 履歴事項全部証明書（個人事業主の場合は，直近の確定申告

書の写し又は村内で事業を営んでいることが分かる書類） 

（４） 見積書等補助対象経費の内訳が確認できる書類の写し 

（５） 仕様書，カタログ等導入する設備の概要が確認できる書類の

写し  

（６） 施設改修又は設備の設置を伴う場合は，改修箇所又は設置箇

所の現況写真 

（７） 前各号に掲げるもののほか，村長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は，同一年度内において，１補助対象者につ

き１回を限度とする。 

（交付決定等） 

第８条 村長は，前条第１項の規定による申請があったときは，当該申

請内容を審査の上，補助金の交付の適否を決定し，東海村中小企業省

力化・生産性向上設備導入支援補助金交付（不交付）決定通知書（様

式第４号）により当該申請をした申請者に通知するものとする。 

（事業の変更又は中止） 

第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は，やむを得ない理由により補助対象事業を変更し，又は中止しよう

とするときは，東海村中小企業省力化・生産性向上設備導入支援補助

金交付決定変更（中止）承認申請書（様式第５号）により村長の承認

を受けなければならない。ただし，軽微な補助対象事業の変更につい

ては，この限りではない。 

２ 前項ただし書に規定する軽微な補助対象事業の変更とは，事業の目

的及び計画以外の変更であって，次に掲げるものとする。 

（１） 変更前の補助金交付決定額からの減額が２０％以内の変更 

（２） 補助対象経費の各経費区分間における２０％以内の金額の配



分変更 

３ 村長は，第１項の規定による申請があったときは，当該申請内容を

審査の上，変更又は中止の適否を決定し，東海村中小企業省力化・生

産性向上設備導入支援補助金交付決定変更（中止）承認（不承認）決

定通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の実績報告） 

第１０条 補助事業者は，補助対象事業が完了したときは，当該事業が

完了した日の翌日から起算して３０日を経過した日又は当該補助年度

の３月末日のいずれか早い日までに，東海村中小企業省力化・生産性

向上設備導入支援補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類

を添えて村長に提出しなければならない。 

（１） 成果書（様式第８号）  

（２） 収支決算書（様式第９号）  

（３） 設備の導入に係る契約書の写し  

（４） 補助対象経費の支払を証する書類の写し  

（５） 施設改修又は設備の設置を伴う場合は，改修後又は設置後の

写真  

（６） その他村長が必要と認める書類 

（補助金の確定） 

第１１条 村長は，前条の規定による報告を受けたときは，当該報告に

係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等により，補助対象事

業の結果が補助金の交付決定の内容と適合すると認めたときは，交付

すべき補助金の額を確定し，東海村中小企業省力化・生産性向上設備

導入支援補助金確定通知書（様式第１０号）により補助事業者に通知

するものとする。ただし，補助金の交付確定額が交付決定額と同額で

ある場合は，この限りではない。 

（補助金交付の時期及びの請求） 

第１２条 村長は，補助事業者が補助対象事業を完了した後において，

補助金を交付するものとする。ただし，村長が必要と認めるときは，

補助対象事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算払で交付するこ

とができる。 



２ 補助事業者は，補助金の交付を請求しようとするときは，東海村中

小企業省力化・生産性向上設備導入支援補助金交付請求書（様式第１

１号）により村長に請求しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１３条 村長は，規則第１８条第１項の規定により補助金の交付決定

を取り消したときは，東海村中小企業省力化・生産性向上設備導入支

援補助金交付決定取消通知書（様式第１２号）により補助事業者に通

知するものとする。  

（補助金の返還） 

第１４条 村長は，第９条第３項の規定により補助対象事業の変更若し

くは中止を承認した場合又は前条の規定により交付決定を取り消した

場合において，当該変更，中止又は取消しに係る部分に関し，既に補

助金が交付されているときは，東海村中小企業省力化・生産性向上設

備導入支援補助金交付決定変更超過交付（中止・取消し）分返還通知

書（様式第１３号）により，期限を定めて，補助事業者にその返還を

命じなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１５条 補助事業者は，補助対象事業により導入した設備の財産を補

助金の交付の目的に反して使用し，廃棄し，売却し，譲渡し，交換し，

貸し付け，又は担保に供してはならない。ただし，次の各号のいずれ

かに該当する場合は，この限りでない。  

 （１） 補助対象事業が完了した日の属する年度の３月末日の翌日か

ら起算して５年を経過した場合  

 （２） 天災による破損等の自己の責めに帰することのできない事由

により補助対象設備を処分する場合  

 （３） 初期不良又は故障により補助対象設備を買い替え，又は処分

する場合  

 （４） その他村長が必要と認める場合  

２ 補助事業者が，前項ただし書の規定により，交付決定に係る設備を

処分するときは，あらかじめ，東海村中小企業省力化・生産性向上設

備導入支援補助財産処分届出書（様式第１４号）を村長に提出しなけ



ればならない。  

（証拠書類の保存）  

第１６条 補助事業者は，補助金の交付に係る帳簿その他の証拠書類を

整理するとともに，当該補助年度の翌年度から起算して５年間保存し

なければならない。 

２ 村長は，補助事業の実施による事業効果等を確認するため，補助事

業完了後も補助事業者に対し必要な調査を行い，又は報告を求めるこ

とができる。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，村長が別に定

める。 

附 則 

この告示は，令和７年４月１日から施行する。 

別表（第２条関係） 

省力化・生産性向上設備 

製造ロボット，配膳ロボット，券売機，生産管理システム，予約管理

システム，作業工程管理システム，受発注システム，物流管理システ

ム等 

 


